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高齢者生活論
一沖縄 ・久米 島を例 とした仕事理論仮 説一

渡 邊 欣 雄

1創 られた老人 と高齢者

本論は、伊藤眞代表の 「高齢化社会から熟年社会へ:都 市形成過程における高齢者の多

様化とそのセーフティネットワークの構築」(首都大学東京 ・平成19年 度 ・傾斜的研究費

[特定 ・全学分])に よる研究成果の一部である。

本論文は、以下は日本の 「老人」や 「高齢者」 とは何かに始まり、その生活世界を理解

するため、沖縄 ・久米島を調査地として考えた、わたし自身の作業仮説であり調査のため

の仮説にすぎない。久米島調査を終えた時点でも、なおまだ憶測の域を出ない箇所がある

が、仮説の検証を繰 り返すことによって、今後高齢者の生活理論というべ きものを作 り上

げられるだろう。それがわたしの本研究の目的であり、調査の動機でもある。その仮説と

は、これから述べるように、生活者の生活感覚や立場に立った 「仕事論」というべきもの

である。

「老人」や 「高齢者」は、現代においてもはや原則 として法的にしか定義できず、自分

が 「老人」や 「高齢者」だと自認している者はあまりいないと称 してよいし、客観的に

「老人」「高齢者」を規定 し、あるいは主観的に 「老人」「高齢者」と自認 している者をも

って対象としても、かれらに与えられた社会環境や高齢者政策は、必ず しもそれに応 じた

対応がなされているわけではない1)。しかし研究対象 として、われわれは対象者を限定せ

ねばならず、したがってそれは、ほとんど法的にのみ特定できると思われる。それが以下

に掲げる一連の法律や制度だが、法的に特定された 「老人」や 「高齢者」が、どのような

生活を送っているかを、かれらの立場に立って理解するには、逆に法律内容に求めること

はほとんど不可能である。

「老人」や 「高齢者」に関する法律には、一定の思想やイデオロギーがあり、それら思

想やイデオロギーは、「老人」や 「高齢者」に与えられた 「環境」や 「生活条件」の一つ

を整えるものにす ぎない。「老人」や 「高齢者」たちの生活は、むしろ 「仕事」という生

活思想や目標によって支えられているのではなかろうか。だから本論では、法的存在とし

ての 「老人」や 「高齢者」たちが、法的に与えられた環境や生活条件を、どのように自分

たちの 「仕事」 として受け止めて活用しようとしているか、それこそが現代の 「老人」や
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「高齢者」の生活を理解する鍵だと、わたしはそう思っている。

日本の法制度においては、戦後、労働者の保護を目的とした 「労働基準法」その他(以

下 「労働法」と称する)が 制定され、1日8時 間、週40時 間という労働時間2)や、労働に

従事 しうる者を15歳 から60歳 までの者とする法律が定められていた3)。それに合わせ

て、国民の福利厚生を目的とする「厚生年金保険法」(1944年 制定)や 「国民年金法」(1959

年制定、1986年 改正)な どが相次いで成立 した(以 下 「年金法」)。とくに高齢者生活に

とって重要なのは、「国民年金法」26条 ほかに掲げる 「老齢基礎年金」や 「厚生年金法」

42条 ほかに掲げる 「老齢福祉年金」であり、老人に対する福祉の法律=老 人福祉法(以

下 「福祉法」)も また1963年 に成立 し、同法5条4項 に、その対象年齢が定められてい

る。

老人 ・高齢者を対象とした年金法や福祉法は、労働時間を法的に定めた先の労働法と密

接な関係にあることは言うまでもない。すなわち労働法では、一日の労働時間が8時 間を

越えないものとし、他の時間を 「時間外」「休 日」「休養」「休業」などの不就労時間とし

ている。以下、ここでは 「不就労時間」として、一括 して表現することにする。この不就

労時間をターゲットにして、アフターファイヴのさまざまな産業や風俗習慣がすでに生成

している。また労働に従事 しうる年齢を定めることによって、児童の労働を禁止すると同

時に、定年制の実施や採用によって法的な 「就労者/不 就労者」の人間分類が生ずること

になる。

このような人間分類や生活時間の分類は、「労働」に対する 「余暇」という、相容れな

い二項対立にもとつくく時間の思想〉が基本にあることは言を侯たない4)。すなわち 「就

労者」(以 下、「労働者」を含めてこう総称する)の 一日に 「労働時間」が設けられればま

た、戦後このかた就労してはならない 「余暇時間」が必要とされてきた。同様に人生の階

梯において、労働時間を担うべき 「就労者」の権利や義務が生ずれば、余暇時間を消費す

べき 「[老齢]不 就労者」の権利や義務もまた生じてきたのである。以下、本論の対象者

である老人や高齢者は、文脈に応 じて 「不就労者」と称することにする。

老人や高齢者に対する年金法や福祉法は、この労働法に対応して 「不就労者」に対する

福利厚生を目的として成立してお り、60～65歳 の定年後に生ずる生活基盤を支える年金

法、労働に従事しないがゆえに、生活弱者として保護せねばならなくなった 「不就労者」

の一人である老人や高齢者に対する社会的サービスとしての福祉、および福祉法が必要と

されるに至る。言い換えるなら老人 ・高齢者の義務は 「余暇時間」の積極的な利用 ・消費

であり、そのための活動だとも言えるわけである。

最近は平均寿命の高齢化に伴い、あらゆる法制度のなかで定年を60歳 から65歳 に引き

上げようとしており、年金受給対象者 もまた、 しだいに65歳 以上を対象にしようとして

いる。すなわち現在、15歳 ～60歳 の就労義務から、漸次15歳 ～65歳 へ の就労義務へ と

社会は移行しつつあり、それにともなって労働法による 「[定年退職]不 就労者」、年金法
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による 「[老齢]年 金受給者」、福祉法による 「[老人]福 祉対象者」の年齢が徐々に引 き

上げられようとしてお り、それによって 「法定老人」「法定高齢者」 もまた高齢化するこ

とになる。このようななかで、2006年 には、65歳 まで働 き続ける環境整備を企業に義務

づける法律である 「改正高年齢者雇用安定法」が制定されている。

「老人」や 「高齢者」とは、そもそも日本前近代 には、現在 と同等の意味をもつ概念 と

して用いられてはいなかったものである5)。すなわちこれらの語彙は、おおかた近代の日

本政府の政策によって生じたいわば政策概念であり、明治期以来試みられてきたさまざま

な政策が、これらの語彙内容に反映している。

皿 労働 ・余暇の二項対立による高齢者政策

すでに述べたように、労働法では一日の時間を労働=就 労/不 就労に区分し、年金法で

は就労者=年 金積み立て者、年金供給者と不就労者=年 金受給者に区分 しているが、双方

に通ずる思想 とは、すなわち労働時間による生産、余暇時間による消費の二大区分による

時間配分の思想、あるいは人生設計の思想によっている。ここにいう 「労働」とは、政府

にとって 「体力を駆使 して働 くこと」 より以上に、「国民生活の維持向上のためにモノを

生産し、生産手段を創出する一連の管理された活動」を言うのであり、また 「余暇」とは

「生産によって生じた剰余を財源として、労働以外の余った時間を利用すべき時間」を言

う。

労働法による 「不就労者」、年金法による 「年金受給者」、福祉法による 「福祉対象者」

こそが 「法定老人」であり、それらによって 「法定老人」が誕生したともいえる。これら

の一連の法律によって誕生した 「法定老人」および 「法定高齢者」に義務づけられている

のは、この 「余暇」時間の積極的な利用であり消費であって、いかなる意味でも労働時間

を利用した生産活動ではない6)。

市町村役場などの自治体やその外郭団体 を含めて、この報告では 「政府」と総称する・

が、その政府や政府による政策の視点からすれば、老人や高齢者とは、すなわち60～65

歳以上の 「合法的」 と言う意味での 「法的な」不就労者をいい、年金を基本的な生活財源

とする 「法的な」年金生活者、福祉法による 「法的な」老人福祉サービスの受給者をい

う。かれらに与えられているのは 「労働時間」ではなく 「余暇時間」であ り、「余暇時

間」を消費すべく 「健康の維持活動」、「娯楽の創出活動」、社会的目標を与えられないが

ゆえに求められる 「生き甲斐の追求活動」、社会を離れたがゆえに求められる積極的な

「社会参加活動」や 「隣…人友人とのつきあい」などがあるのである。

言い換えるなら老人や高齢者 とは、政府や政策にとって労働 と余暇という二項対立の思

想の中で、後者に属する時間を消費する対象者ではあっても、前者に従事する存在として

は認められていないし、その対象者でもない。だからこそ政府が活動資金を提供し積極的
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な補助を行っている政策は、①余暇の積極利用、②娯楽の提供と実践、③休養の勧めと施

設の建設、④健康の維持と管理、⑤弱者に対する保護(援 助、介護、減額診療など)、⑥

生き甲斐の創出、⑦社会的孤独の回避などなどなのである7)。

その具体的な政策と政策に伴 う活動を沖縄 ・久米島の例に求めるならば、たとえば以下

のような制度、組織、活動が、近年続々と誕生 し実施されていると言える。

久米島町は平成14年(2002年)に 具志川村と仲里村が合併 して誕生 したが、それ以前

から具志川村、仲里村には 「老人クラブ」が発足してお り、昭和44年(1969年)に 上位

組織に加盟 している。これらの 「老人クラブ」は、当初から65歳 以上の男女による年齢

組織であった。最初の活動として、このクラブが行ったのは、なんと村落内の清掃作業の

実施だった8>。この点については後にも触れるが、発足当初はかならずしも政府推奨の老

人クラブの活動だったわけではない。したがって現下の老人クラブの活動を理解するに

は、それ以前の 「老人」の活動、ないしはコミュニティの一員として行うべき活動の一部

を引き継いできた歴史を理解する必要があろう。

以後、老人クラブの活動 として、①ゲー トボール、②グラウンドゴルフ(平 成4年 開

始)、③囲碁 ・将棋クラブ(囲 碁 ・将棋部会)、④舞踊クラブ(舞 踊部会)、⑤三味線クラ

ブ(古 典音楽部会)、⑥大正琴 クラブ(大 正琴部会)、⑦書道クラブ(書 道部会)、⑧民謡

クラブ(民 謡部会)、⑨カラオケクラブ(歌 謡部会)、⑩柔道クラブ(武 道部会)な どが老

人クラブの愛好会として、相次いで誕生 した。()内 は、教育委員会指導の元に後年発

足 した文化協会の部会名称であり、この部会は参加資格が老人や高齢者に限っていないに

もかかわらず、地域社会の活動に老人クラブの活動が密接な連携のもとに組み込まれ、む

しろ有力な団体として活動が実施されている。

そののち、教師を招いたり教室や研究所などを設立して活動している⑪手芸教室(美 術

工芸部会)、⑫陶芸教室(美 術工芸部会)な どが、老人クラブの活動として実施されてき

た。さらに文化協会が部会として認定 した活動である⑬箏曲部会、⑭芸能部会、⑮ レク部

会、⑯学術文化部会、⑰花卉園芸部会、⑱茶 ・華道部会、⑲太鼓部会などにも、その実施

の担い手として、あるいはまた指導者として老人や高齢者が関与しており、久米島の多 く

の文化活動が、いまや老人クラブないしは老人 ・高齢者の関与する活動になっている。

これらの活動は、主催団体としては老人クラブ主催の活動もあれば(ク ラブ)、教育委

員会指導下の文化協会主催の活動 もあり(部 会)、 また文化協会 と同じように、初めは役

場の福祉課が実施母体だったものを、のちにその外郭団体 としての社団法人 ・久米島町社

会福祉協議会が主催するようになった活動 もある。この福祉協議会主催の活動は、現在

「サロン」 と呼ばれており、そのサロン活動として村落ごとに老人 ・高齢者が活動してい

るわけである。

このように主催の母体は異なるにせよ、当初からかなりの活動が、役場その他の上位機

関からの補助金を受けた団体活動になっている。その限りにおいて、政府の推奨する 「余
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暇の積極的利用」のための老人 ・高齢者の活動は、政府の政策に適 う活動であるというこ

とができよう。それらの多くが、地域における労働や生産活動とは切 り離された、余暇時

間の利用 ・消費と健康増進 ・社会参加のための活動だったからである。

その典型例と言うべきものは、その担い手が本来は特定年齢に関係のなかった日本発明

の団体スポーツであるゲートボールである。しかし今日では、老人クラブの正規の毎年の

活動になっているばかりではなく、老人や高齢者以外のメンバーを排除した全国大会まで

が実施されてお り、県老連の主たる活動 としてだけでなく、JA(農 協)年 金友の会の主

催するゲートボール大会までが、老人 ・高齢者のための活動として計画され実施されてい

る。

さて、このように政府に推奨された老人 ・高齢者のための組織として老人クラブが発足

し、その活動に対しては複数の政府の外郭団体による補助金が支給 されてはいるが、この

老人クラブはあ くまでも任意団体であり、児童を対象として組織された義務教育下の児童

の、学校を母体とした社会的活動 とはまったく異なっている。任意団体としての久米島町

老人クラブは、現在その加入率は約50%に 留 まっていることである。言い換えるなら、

政府推奨の組織的な老人 ・高齢者活動に、個々人のどんな動機であれ加入し、会費を支払

い参加している老人 ・高齢者は全町の約半数にすぎず、極論するならば政府基準に照らし

て65歳 以上の老人 ・高齢者が現在およそ2200人 いるにもかかわらず、数字として把握で

き推奨 しうる活動を行っている老人 ・高齢者は、現在約半数で しかないということであ

る。

したがってわれわれが理解せねばならないのは、こうした 「法定老人」だけの活動では

なく、むしろ全 「法定老人」の老人 ・高齢者意識であり、実際の日課や活動である。つま

り老人クラブのような政府推奨の組織構成員の活動や生活が、すなわち久米島の老人 ・高

齢者の活動や生活そのものなのではなく、老人クラブに加入していない全 「法定老人」の

生活こそ、久米島の高齢者生活であるのは当然のことであろう。

皿 老人生活理解のための 「仕事」と 「暇」の連続体(continuum)仮 説

政府の政策的な時間配分であり、人生設計の思想としての65歳 以下=「 労働者」、65

歳以上=「 余暇者」という二項対立にもとつく 「法定」生活は、主としてサラリーマンや

都市生活者に比較的よく適合しうる思想ではあっても、第一次 ・第三次産業従事者や農漁

村生活者には適合しにくい思想であり、人生設計の思想であることは言を侯たない9)。こ

れらの人びとの人生の階梯には、原則として労働時間と余暇時問を隔てるべき 「定年制」

を採用していない、あるいは 「定年」がないからである。

第二に、沖縄の歴史や伝統から考えても、上記の時間配分や人生設計にそぐわぬものが

あり、沖縄の歴史経験を無視しては政府の政策 も定着しないであろう。琉球国時代から戦
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後に至るまで、沖縄には数え年15歳 から50歳 という貢納義務年齢制度lo)、あ るいは 「十

三六十」 という共同労働のシステムがあったll)。すなわち数え歳13～15歳 か ら50～60歳

までの男女は、年貢を納めるために労働する、あるいは村の奉仕作業のために労働すると

いう義務があった。数え50～60歳 を越えて初めて、年貢を供出するための義務や共同労

働の負担を免除されたのである。貢納 ・共同労働の役割を免除された老人(ト ゥスイ(首

里)、 トゥシウィー(久 米島)、 トゥシユイ(東 村))た ちが、それだからといって 「余暇

時間」に生 きる存在だと認められたわけではなかった。老人(年 寄)に は老人(年 寄)と

しての生活上の役割があり、また生活に必要な 「労働」があった。ここにいう労働は、正

確には法的に時間の定められた 「労働」だったわけではなく、後述するように、むしろ

「仕事」(シ グトゥ)と いうべきものだった。

第三に現在の65歳 という年齢基準による期待された役割や活動の差異は、個々人によ

って決して一様ではなく、生活目標や活動を峻別する一律の基準でさえない、ということ

である。個々人の生業、財源、環境、家族関係、体力などに応じて、個々人の人生の折り

目が違っているのである。

第四に、政府の政策に応じうる、あるいは応 じねばならぬ知識人層や役職層、リーダー

などがいて、その家族関係者や友人がおり、かれらに対 しては積極的な政策への関与や勧

誘などがあるのに対して、そうではない者たちが存在している。したがって老人クラブへ

の加入には、それぞれ個々人に社会的距離があると言えよう。

第五に、政府の政策が、これまで述べてきたように、「労働」と 「余暇」という入れ子

的な二項対立による時間配分と人生設計の思想により成 り立っているのに対して、人びと

の生活のリズムは、「仕事」と 「暇」という二項対置による時間配分の生活思想によって

いて、かならずしも 「労働」と 「余暇」による時間配分の思想に合致 しているわけではな

い、ということである。二項対置とは二項対立 と同じように、概念上、二極の異なる概念

(たとえばAとB)が 両極として設定される概念である。ただし二項対立が両極の相容

れない概念より成 り立つのに対 して(す なわちA← →B)、 二項対置のそれは、AとBの

中間が存在するだけでなく、AとB間 にはAとBを 併せ持つ多様な状態が想定されるこ

とを意味する(す なわちA～B)。 それをここでは 「連続体」 と表現している。さて、こ

こでは、主としてこの例について考えてみる12)。

ここにいう 「仕事」とは、「しなくてはならない事」、「事をかまえてなすべ き事」、「や

るべき事」をいう。したがって 「仕事」は、それを行う前に達成すべ き目標があり、作業

工程が予測されていて、一定の 「量」をもって推 し量ることのできる一連の活動をいう。

日本では、これを 「量(は か り)」と表現してきた13)。ここにいう 「暇」 とは 「継続する

時間や状態が途切れた間」、「仕事のない問」をいう。したがって多くは一定量の 「仕事」

を終え、つぎの 「仕事」にかかるまでの時間を指すことになる。「仕事」や 「暇」は、時

間によって決まるような 「労働」 とは異なり、作業目標に基づ く 「作業量」によってお
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り、8時 間労働の中に収 まる作業もあれば、収まらない仕事 もある。「暇」という概念

は、このように 「仕事」あっての 「暇」であり、「仕事」の間隙を意味するに過 ぎない

が、分析概念として用いる 「暇」の概念に、わたしはもう少し積極的な意味での、「動作

の積極的な休止状態」をも含めて考えておきたい。

たとえば 「本日はここからここまで」 という、サトウキビの収穫に要する作業工程があ

り、一日の 「収穫量」が予測される状態があるとしよう。そのような 「仕事」を人びと

は、年齢にかかわらず日課 として行ってきたし、いま行っているわけである。ひと仕事が

終了すれば、そこに仕事のない時間としての 「暇」ができるのである。労働時間との対比

で考えるなら、労働という公務のなかに仕事もあれば暇もあることになる。サ トウキビ収

穫中の畑での 「ひと休み」である。久米島では、「仕事」を 「シグトゥ」、「チ トゥミ」な

どというのに対して、このような 「暇」を 「ヒマ」または 「マル」あるいは 「マルマル」

などと言っている。また余暇時間との対比で考えるなら、余暇活動にも 「やるべ き事」と

しての一定量の 「仕事」があり、また 「暇」があることになる。ゲー トボールの例で言う

なら、ゲートボールの試合こそ人々にとって 「仕事」であり、一試合終えてつぎの試合に

移る間の時間の間隙が 「暇」である。

法制度における労働と余暇と、人びとの生活のリズムとしての仕事と暇との大きな違い

は、労働と余暇は年齢によって期待された時間が異なるのに対 して(す なわち就労年齢の

法的制限や基準)、 仕事と暇は年齢にかかわらないということである(す なわち仕事 と暇

のサイクルには、法的根拠がない)。

「定年制」 という時間制限のない、あるいは採用 していない第一次 ・第三次産業従事者

や農漁村生活者にとって、もとより65歳 という年齢が、労働の担い手と余暇の担い手を

分かつ年齢基準ではないことは明らかであろう。65歳 を過 ぎても労働 し続けることは、

決 して法的な違反ではない。したがってかれらにとって 「人生計画のどこで、余暇時間主

体の生活」にするか、これこそが 「法定老人」個々人の判断の分かれ目となる。法的には

老人であり高齢者だが、しかし 「老人クラブ」に加入するほどの 「老人」ではないという

意識が、かれらの大半を占めるのも、こうした法的けじめとは一致しない生業活動の特徴

に求められるし、「老人」 という語感、「歳を取った者」という意味や語感にも求められ

る14)。だから 「65歳を過ぎても、働 き続けられるうちは働 き続ける」者が出て くること

は、決して不思議なことではない。加えて沖縄には 「隠居制度」はなく、相続制度も死後

相続がいまもって多 く、沖縄の歴史や伝統から考えても、65歳 に合わせて労働から退く

根拠はないに等しかったわけである15)。

沖縄における、定年制を採用 していない第一次 ・第三次産業従事者や農漁村生活者にと

っては、生産年齢は65歳 までという根拠に乏 しく、かつ実際は 「労働」というより 「仕

事」の延長としての農事が、65歳 以後も続いている、ということになる。

これとは逆の者 もいることは確かである。「65歳を過ぎて働 き続け金を稼いでも、グ
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ソー(あ の世)に 金を持って行けるわけではない」などと称 して、65歳 を過ぎたら年金

生活に入り、農事は自給程度にして、積極的に 「余暇時間」を利用する者 もいる。65歳

からという 「法定老人」の年金や福祉のサービス受給の権利は、むしろ積極的に利用すべ

きものであり、わざわざ難儀 してまで骨折 り仕事=労 働に従事する義務はないからであ

る。

このように 「いつ労働時間から解放されるか」、その判断は沖縄の第一次 ・第三次産業

従事者や農漁村生活者にとっては、もっぱら各自の人生目標や計画に委ねられている。 し

かし一端 「余暇時間」に進入 した者でも、やるべ き事としての 「仕事」は決 してなくなら

ないし、むしろ政府の期待 している 「老人の生 き甲斐」に、「仕事」の有無は深 くかかわ

っている。

「毎日老人クラブが実施 している踊 りの練習で、遊ぶ暇がない」 とは、久米島町老人ク

ラブの活動に熱心な 「法定老人」の、ほぼ共通した日課への感想である。まさに 「法定老

人」たちの 「余暇時間」の中に、明確な 「仕事」が存在するゆえんである。

こうして考えると、「法定老人」たちの活動には、さまざまなタイプがあることがわか

ってくる。一つは自分の生業を主たるやるべき事、すなわち 「仕事」と考えて、「暇」が

できたときの活動として老人クラブに加入し活動するタイプ。その生業が、自給生活より

以上の収入を得ることのための活動なら、客観的に見て 「労働」となんら変わりがないこ

とになる。このようなタイプの法定老人たちの中には、むろん労働=仕 事の忙 しさを理由

に、老人クラブに加入 していない者がいることになる。

二つめは年金や貯金、あるいは子供たちからの仕送りがあるのだから、何 も苦労の多い

労働 をすることもないと考えて、生業は自給 ・自活するに必要な活動に限り、むしろ老人

クラブの活動を主たる 「仕事」 と考えて、クラブ活動に積極的に参加するタイプである。

老人クラブの活動で忙 しく 「遊ぶ暇さえない」タイプこそ、その典型例だといえるし、与

えられた老人の法的環境を積極的に利用し、高齢者の権利を積極的に行使しようとするタ

イプである。

第三に老人クラブの活動を 「仕事」とも 「暇」とも位置づけず、義理で入っているか、

あるいは加入しないタイプ。これには友人関係や自分の体力、病気などにより、労働 も仕

事もできない 「法定老人」が主たる例になる。なかには久米島出身で加入はしているが、

主たる住所が久米島外 にある者も含まれる。むしろ概念上の 「暇」を 「仕事 をしないこ

と」 と位置づけ、「暇」=「 休み」や活動を休止 して生気を養うこと、つまりは 「休養」

として体力を養う機会とする老人 ・高齢者もいることだろう。

いずれにせよ政府の思想やイデオロギーによって成り立っている、「労働」と 「余暇」

による時間の配分は、「法定老人」たちにとって利用 しうる機会や時間の一つの折目でし

かないが、与えられた権利や機会をどう利用するか、いつ利用するかは、何を人生の主た

る 「仕事」とするかによって異なっていると言えよう。
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以上は 「仕事」 と 「暇」の機会を積極的に位置づけようとする例によって類型化した例

だが、「仕事」と 「暇」は決 して相容れない概念ではない。「仕事」には、「労働」同然の

内容を盛 り込んだ骨折 り仕事 としての 「荒仕事」や 「力仕事」、「手間仕事」 もあれば、片

手間にできる 「片手間仕事」もあり、朝飯前に簡単にできる 「飯前仕事」、遊び半分の仕

事としての 「遊び仕事」、粗雑でいい 「やっつけ仕事」などがあり、やるべき事の 「量」

の多少によって、限 りなく 「暇」に近い状態を作ることができる。逆に 「暇」もまた、長

時間の 「暇」としての 「暇明き」もあれば、「暇つぶ し」のように 「暇」のなかに、「ユン

タク」(雑 談)な どのつきあい活動をも挿入することができ、だから 「暇つぶ しの仕事」

も生ずる可能性がある。もっと積極的に 「暇を飽かす」、つまりは暇を積極的に利用 して

長時間過ごす生活も可能であり、「暇暇」として 「暇」から 「暇」へと何日も時間を過ご

すことも可能である。このように 「仕事」と 「暇」は連続しており、「余暇の労働」はあ

りえないが 「暇な仕事」はありうることであり、やるべき事の目的や仕事量によって、限

りなく 「暇」状態に近い状態を作 り出すことができるわけである。

法的に与えられた 「余暇時間」を生きる 「法定老人」たち。余暇時間は与えられたが、

しか し 「毎 日老人クラブの活動で忙 しくて暇がない」老人たちにとって、その 「暇」 と

は、レジャーとしての余暇ではないことに注意せねばならない。さらに、その活動がレジ

ャーや娯楽だけの活動でもないことに、われわれは政府推奨の活動 とは限らぬ 「法定老

人」たちの 「生き甲斐」や 「義務意識」をも見いだすことができるのではなかろうか。

すでに述べたように、久米島町老人クラブの活動は、村落内の清掃作業から開始され

た。清掃作業は、こんにちボランティア活動の典型例としてあげられる公共事業の一つだ

が、以前は 「十三六十」の貢納年齢の奉仕活動の一つだったともいえるし、時代は下って

全年齢層が分担 して作業に当たる奉仕活動だったともいえる。実際に老人 ・高齢者が余暇

時間の消費対象だったなら、こうした公共事業への参加は義務なしと言えるはずなのだ

が、現実にはこうした公共事業の下請け団体に、老人クラブもまた組み込まれている。そ

の他、収入を期待されていないはずの老人クラブにも、義援金 ・募金活動への協力依頼が

来ているのが久米島の現実である。

N老 人 ・高齢者のための社会 とは

今後ますます高齢化が進み、老齢人口が増加する社会になる。それにともない 「余暇時

間」利用の担い手としての 「法定老人」たちにも、やがて青年と変わらない 「労働負担」

を求められる時代が、やって来るかも知れない。あるいは逆に、「法定老人」の高年齢

化、すなわち70歳 ～80歳 をもって法的に老人とするような時代が来るかも知れない。そ

もそも 「定年制」は、職業の自由に対する年齢差別だとして 「定年制」そのものが廃止さ

れ、定年のなくなる時代が来るかもしれない。じじつ2006年 に改正 された 「改正高年齢
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者雇用安定法」では、近い将来、定年を65歳 までに引き上げるか、「定年制」そのものを

廃止するかを、事業者に迫るものとなっている。そしてこのような法律を促進すべ く、以

前からあった 「社団法人 ・シルバー人材センター[事 業協会]」 による、定年後の再雇用

先の斡旋 もまた、全国各地で進められている。

いまの時代は、実際 「法定老人」こそ、老人意識のない人びとの層からなってお り、さ

まざまな法律 は人びとの 「老人」「高齢者」という自己認識を後追いしている時代であ

る。言い換えるなら、かれらの 「仕事」(生 き甲斐)が 、「[法定]老 人であっても、高齢

者としての老人ではない」意識を支えているのである。

いまの時代は、日々新しい知識と技術が創造されている時代である。知力 ・体力ともに

新しい時代に追いつけなくなり、骨折り仕事としての 「労働」ができなくなったとき、そ

こにいつでも自認する 「老人」や 「高齢者」が生成される可能性がある。しかし 「老人」

がじじつ住みやすい時代とは、こうした革新の時代ではなく、かつてのような 「経験豊か

で熟達 した人格者」を意味するようなf老 人」の存在16)と、かれらのやるべ き事 としての

「仕事」が真に必要な、知識や技術が安定 し、かつ過去の知識と技術を再認識 しうる社会

であろう。革新時代のなかにも、こうした安定社会を実現することは十分に可能である。

一部の産業に江戸時代の技術を再現し、省エネと環境保護に役立てた会社があるという

が、過去の知識や技術が、たとえ革新を求めるいまの社会にも、必要になることがあると

いう証左を与えている。このように社会のあ り方によって、過去の知識と技術を豊富に持

っている老人たちが、「老人」 と自認する、そのあり方が変わってくるはずだ。われわれ

は 「法定老人」をして、単に歳を重ねた存在としての 「老人」 と見なしてはならない。老

人が堂々と 「[仕事や人生の]経 験豊かで熟達 した人格者」としての 「老人」意識の持て

る社会を実現すること、それは 「敬老精神」が求められる今後の若年層にこそ、なすべ き

事だと言えそうである。

注

1)青 柳 の解説 に よれ ば、年齢、病弱 、老衰、労働 形態 の変化 、息子 ・娘 たちの成 人、 閉経 、身

体的変 化な どの客観 的指標 に よる 「老 い」 の定義 もあ れば、 自認 による 「老 人年齢」 を定 めた

主観的指標 もある[2004:8-13]。 後者で は高齢者 になるほ ど、 自認 の年齢 が高 くな っている。

言い換 え るな ら、客観 的 「老人」が 主観的 に 「老人」だ と自認す る年齢 は、高齢 に なるほ ど主

観 ・客観指標 のずれが生ず るとい うこ とであ る。

わた しの立場 は以上 の ような指 標 を認 め た上 で、なお かつ老人 や高齢 者は、法 的に規定 され

そ の環境 が用 意 されて い る とす る立場 で ある。 ただ しこの 仮 説 は、老 衰 や病 弱 で 「仕事 」 も

「暇」 ももてな くなった老人や高齢 者、すな わち後期高齢 者 を対象 と した仮 説では ない。

2)『 労働 基準法』第32条1項 、2項 。

3)年 少者雇用年齢 に関 して は 『労働 基準法』 第56条1項 ほか。定 年制 に関 して は 『高年齢者 等

の雇用 の安定等 に関す る法律』 第8条 。た だ し 『高年齢者 等 の雇 用の安 定等 に関す る法律 』で
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は、望 ましい定 年の基準 を示 してい るだけで あって、定 年制 のあ るな しは政府 の意 向その もの

ではない。

4)鷲 田[1996]を 参照。 まさに鷲 田のい うよ うに、われ われ は 「労働」 と 「余 暇」 の二項 対立

の なかで生 活が成 り立 っているが、最近 その境界線 があい まいになっている。

5)「 老人」 は諸橋 漢和 大辞典 に よれば、大別 して3種 の意味 があ り、第一 に 『史記 』(循 史伝)

の 「丁壮 は号 嬰 し、老人 は児 喘 す」の 用例 の よう に、 「年寄 り」(上 位 世 代 の者)を 表 してい

た。 ただ しそれば か りで は な く、「他 人 に対 して 自分 の父母 を言 う語」 であ り、さ らに 「老人

星」 という星の名で さえあった[9巻1958:149]。 そ もそ もは年齢 上の概 念だ った とは言 え な

い。 ところが 日本 には 「老 人」 とい う概念 では な く、年 齢 に応 じた 区別が 『大 宝律 令』か らあ

り、61歳 か ら65歳 まで を 「老 」 と し、66歳 以上が 「者」 と定め られ、66歳 以上 は課役 を免 除

されてい たとい う[青 柳2004:9]。 こう した律 に よらず、 日本 には宮座制 にみるまで もな く、

世代 や年齢 に応 じた長老制が存在 した。「高齢者」 は、 むろん現代 の概 念であ る。

6)だ か ら老 人や 高齢 者の、有 り余 っ た余暇 時 間をい か に開発 す るかの研 究が 進 め られて いる

[瀬沼2005、2006な ど]。 ただ し現在、「労働 」 と 「余暇」 の二項対立の発想 で は、 「愉 しい仕

事 もあ れば辛 い遊 び もあ る」 とい うように,現 代都 市生活 では,旧 来 の労働 と余暇 の対比 が無

意 味な現象が増 えている とす る指摘 もある[鷲 田1996]。

7)久 米島町で入手 した、 さまざまな老人 ・高齢者の活動 目標 を記 したパ ンフ レッ トに よる。

8)旧 具志川 村(現 久米 島町)老 人 クラブのパ ン フレ ッ ト 『創立39周 年記念 誌』 に よる[1999:

45]。 この老 人クラブの最初の活動 は、村の清掃作業 だ った。沖縄県 の老人 クラ ブの発 足 は、昭

和36年(1961年)で あ る。沖縄 県社 会福 祉協 議会 では、1960年 か ら老人 ク ラブの結 成促 進 に

努 めていたが、那覇市若狭 町の 自治会 に1961年1月 、老 人 クラブ 「若水会」 が誕生 した。翌年

になって結成 も急テ ンポとな り、沖縄社会福祉協 議会 は 「沖縄県 老人 クラ ブ連 合会」 を1962年

9月 に結 成 した[山 城 ・佐 久田編1983:692]。

9)と はいえ旧具志川村(現 久米 島町)の1993年 の高齢者実 態調査 によると、65歳 以上で就 業 し

てい る者 は30。8%と 約3割 で しか ない。 定年制の ない第一次 ・第三次産 業従事者 とい え ども、

法的 な環境 に したが って 「労働」 か ら、お よそ2!3の 者が 身を引 く権利 を行使 してい る証拠 だ

が、逆 に依然 として労働 に従事 している高齢就業 者 を見 る と、そ の うち農業 従事者 が70.1%で

最 も多 く、小売業 者 は10.6%、 水 産業者 が2.8%、 飲 食業 者 ・建設 業 者そ れぞ れO.9%に な っ

ている[1993:28]。 年齢別 に見 る と65歳 ～69歳 の非就業 率は57%で 、高齢 にな るに したが い

その率 は減 っている。85～89歳 にな る と98.3%、 ようや く90歳 以 上 にな って100%の 非就 業

率 にな ってい る[1993:28]。 就業=労 働で きな くなる、あ るいは労働 か ら完全 に撤退 す る者 を

基 準 にす る と、90歳 以 上 こそ 「老 人」 や 「高齢 者」 にな る とい うこ とにな るの では あ る まい

か。

10)と くに宮古 ・八重 山で は貢納労働 の範 囲が明確 であ った。1857年 の 『八 重山 島旧規』で は、

「宮古 島人民 にして15歳 ～50歳 までの正男女…」が一定の貢納労働 を課 されて いたといい、1659

年 か ら八 重山で は15歳 ～50歳 までの女性 は、 ことご とく番 所 に集め られて、糸作 りか ら調製 ま

で奴 隷 に劣 らない労働 を強 い られ てい た とい う[饒 平名1969:14-15]。 同様 に1636年 、宮

古 ・八重 山では人口調査 があ り、15歳 ～50歳 未満 の男女 を 「正人」 と称 して、納税 義務 者 と し
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たとい う[仲 宗根2003:219]。 時代 に より納税義務者 の年齢 範囲 は違 っていたであ ろ うが、地

割制 の施行 されてい た沖縄本 島で も15歳 か ら50歳 までの男 子 を一 人前 と し、15歳 未満 の男子

は半地 、女子 は3分 とす るな どの年齢基準 による土 地配分があ った[鳥 越1971:20コ 。

11)「 十三六十」の共同労働 の組織 につい ては、東村 で聴取 した話で ある[渡 邊2002:245]。1960

年代 まで、東村 では民家 や公共 施設 な どの家屋 建築、道路 普請、行事 の準備 分担、災 害復 旧作

業、堤 防 ・水 道 ・河川 改修 な どの建設 工事 を、村 の共 同労働 として行 って きた。その労 働負 担

の範 囲が、数 え年13歳 か ら60歳 までの男女、 と くに男子 の年齢 範囲 だった。労働 負担 を免 除

された歳が61歳 で あ り、以後 「トゥシユ イ(年 寄)」 のカテ ゴリー に含 まれた。

ほ ぼ似 た ような こ とは沖縄各 地 で行 われ てい たが、年齢 範 囲は一 様 では なか った よ うで あ

る。地割制度 があった時代 には、数 え年15歳 になる と一定面積 の田畑 を授 けられ、60歳 に達 す

れば これ を回収 してい た といい[源1972:90]、 村 の共同労働=賦 役(ブ ー)が 課 され た年齢

は男女 とも15歳 以上 で、18歳 ～55歳 までの男子 が一人前 とされ、老 幼婦女 子は その半分 と見

な されて いた とい う[源1972:93]。 さ らに と くに多 人数 の労働 力 を必 要 と した 共同労働 に

は、13歳 以上の男女が労働 を負 った とい う[源1972:93-94]。

12)わ た しの 「仕事論」 は、福 田 アジオが指摘 した 「労働 の民俗 学」 の理論 を発 展 させて考 えた

ものである[福 田1990:20ほ か]。 福 田は 「時 間に よって労働 を区切 る とい う観 念 は新 しい」

と し、「日本 にお いて は仕事 に区切 りをつ け ない と終 えない とい う考 えが あ る」 とす る。「バ

カ」 とい う言 葉。それ は仕事 の一定量 を指す言 葉で あ り、 日本 では久 しく 「労働 を時間 で決 め

ていた こ とは な く、仕 事 とい う作業量 で計算 し、一 日の労働 も仕事量 で考 えて きた」 として い

る。 なおわ た しの 「仕事」 と 「暇」の二 項対置論 は、す でに 「宴」 につい ての講 演 で試み てい

た[渡 邊1992コ 。 また福 田は、一 人前の仕事 を果 たすべ き存在 と して考 えられ て きたの は15

歳か ら60歳 までの男性 であ り、全 国的に見 られた 区分 だ としてい る[福 田1990:33-34]。

13)福 田は 日本 各地の方言 に着 目 し、正条植 え以前 の田植 えの こ とを 「バ カウエ」、田植 えを先導

す る中心 人物 を 「サ イハ カ」、「イチバ ンバ カ」、「ヒキハ カ」、仕事量 や単位 を表す言 葉 と しての

「ヒ トバ カ」、 「フタバ カ」 など、仕 事量 を表 す 日本語 か ら 「バ カ」 を 「量 り」、あ るい は動詞 と

しての 「捗 る」 な どに注 目 して理論 を立ててい る[福 田1990:20-21]。

14)東 村や久米 島で、等 し く 「法定老 人」か ら聞 いた話 である。 なお詳 しくは渡 邊[1994、2002]

を参照 の ζと。 「老人」 には文 中に掲 げた ように、「年取 った者」 と 「経験豊 か な者」 な どの意

味があ るが、現地 ではおおか た前者 の ような存在 と して理解 されてい る。

15)片 多順 はこう した沖縄の特徴 を、長寿 にな った沖縄 の社 会 的側 面 と して強調 してい る[2004:

28]。

16)実 際、「養老 式」 と称 して、久米島で は明治期 に長寿 者 を称 え る式典 を行 ってい た。た とえば

以 下の ような新聞記事 があ り、明治時代 には老人 を称 え表 彰 してい たこ とが わかる。「本 県 に於

ては毎 年一 月四 日の歌会始 に於て、養 老式 を行 ひ、前年 十二 月三十一迄 に満九 十歳以 上 に達せ

る長寿 者 に、 賞品 を授 与 す るの例 な るか。来春 此賞 賜 の特典 に預 か るへ き長寿 者 は…左 の如

し。 …仲 里間切儀 間村 ・崎村渠亀 …」(明 治40年12月24日 、新 聞記事)[仲 里村 史編集 委員会

編2004:97]。 なお、 この ような表彰 は、沖縄 では琉球国時代 に も行われて きた[渡 邊2003:

84]。
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